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要旨

新型コロナウイルスの世界的な感染拡大により日本でも子どもたちが在宅のまま遠隔で学習

指導を受ける異例の事態となり，文部科学省はGIGAスクール構想による「児童生徒１人１台

コンピュータ実現」を2021年４月に前倒しして実施した。

しかし，計画の前倒しにより端末の配布を優先した結果，教育現場では文科省が想定して

いたような有効なICT活用が進んでいない。特に知的障害を対象とした特別支援学級におい

ては諸課題が山積し，「多様な子供たちを誰一人 取り残すことのない」ための目的から大き

く乖離している現状がある。

今後は諸課題があることを前提とし，例えば専門性がなくとも障害がある子どもの指導が

可能となるデジタル教材・教具やその指導・活用マニュアルを開発していけば特別支援学級

でもICTを活用した教育が普及され，GIGAスクール構想の目的を達成することができるの

ではないか。本論では特別支援学級の実情に即した電子書籍型ICT教材開発の可能性につい

て論じている。

キーワード：新型コロナウイルス，GIGAスクール構想，特別支援教育，ICT教材，電子書籍

はじめに
2020（令和２）年３月，予期せぬ新型コロナウイルスの世界的な感染拡大により日本でも

学校が長期の臨時休業を強いられ，子どもたちが在宅のまま遠隔で学習指導を受ける異例の

事態となった。文部科学省（以下「文科省」と略）は2019（令和元）年12月に閣議決定された

GIGA（ギガ）スクール構想による「児童生徒１人１台コンピュータ実現」の達成予定年度を

前倒しし2021（令和３）年４月にはほぼすべての小学生，中学生にタブレット等のPC端末が

１台ずつ配布され，ハード面での高速大容量通信ネットワーク（学校内Wi-Fi環境等）の整備

知的障害特別支援学級における
ICT教材を活用した教科指導の在り方について
― 電子書籍型ICT教材の可能性について ―

松　浦　俊　弥※

(1)

A Study and Critique of the Publications on Hotokusha 
in the Modern Period

MAEDA, Hisanori

 This paper aims to study and examine three publications on Hotokusha in the modern period 

that came out in recent years.  I tried to reach its intrinsic matters.

 These three all have some negative point of view of Hotokusha.

 Not only these three but also there are several publications, papers, papers at an academic 

societies on modern Hotokusha that have also some negative point of view.  Those are for 

example on a. economical matters, b. the modern emperor system, c. wars.

 As long as I studied and examined those tree, no one could succeed to accomplish their point 

of view.  I hope more careful study will be brought about.
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も同時に展開された。文科省衛生管理マニュアル「新しい学校の生活様式」による感染症対

策としての非接触型学習指導，また新たな臨時休業時における遠隔指導などでの活用を想定

しての緊急的な措置であった。

しかし，当初のGIGAスクール構想ではその開始までに単なる環境整備だけではなく教員

のICT活用指導力の向上，デジタル教科書・教材の開発，各教科等のICTを活用した学習活

動例示など周辺環境整備を含め一体化して推進する予定だったが，計画の前倒しにより端末

の配布を優先した結果，教育現場では文科省が想定していたような有効なICT活用が進んで

いない。

2021年６月，千葉県内の小学校にある知的障害特別支援学級のPC端末を活用した教科指

導の授業を参観した。比較的軽度の知的障害がある子どもたちは各々のPC端末を開き，教

員の指導を受けることなく黙々とインターネット上に無料公開されている一般の学習ソフト

上の課題に取り組んでいた。それはゲーム的な要素を含み，正解すると画面にイベントが発

生するため，子どもたちはイベント発生を目的として，試行錯誤を繰り返しながらマウスを

動かすのみの活動であった。その間，教員は端末を扱えない子どもにマンツーマンでプリン

トによる平仮名指導を進めていた。PC端末が特別支援学級では人手不足を補うための自習用

教材として活用されていた。

想定外の感染症拡大により前倒しされたPC端末の配布は，知的障害を対象とした特別支

援学級においては専門性を持つ教員の確保難，特にICT活用指導力に優れた教員の不足，知

的障害教育に特化したICT教材・教具の不足などの諸課題を背景としてGIGAスクール構想

で文科省が意図した「多様な子供たちを誰一人 取り残すことのない」ための導入目的から大

きく乖離している現状がある。

今後，知的障害を対象とした特別支援学校や特別支援学級におけるデジタル教材の開発に

ついては，このような諸課題があることを前提としなければならない。教員を目指す者が減

少している中，一朝一夕に特別支援教育の専門性が高い教員を養成，採用していくことは困

難である。また，専門性がなくとも障害がある子どもの指導が可能となるデジタル教材・教

具やその指導・活用マニュアルがあれば，それは特別支援教育の底辺をより広げることとな

り，OJTの中で一般教員の特別支援教育力を向上できる可能性を秘めている。

本論では特に知的障害特別支援学級の現状から実際のICT教材の開発を通じて，教育現場

の実情に即したデジタル活用の可能性を論じていきたい。

Ⅰ．特別支援教育におけるICT活用
１．ICTを活用した教育の目的と効用

2021年１月，中央教育審議会（以下「中教審」と略）の答申「令和の日本型学校教育の構
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築を目指して」ではGIGAスクール構想により「個に応じた指導」を充実していくことが示

され，また同答申「新時代の特別支援教育の在り方について」にはオンラインを活用した職

業教育の在り方やオンラインを活用した職員研修に関する方向性について触れられている。

障害の有無にかかわらず共に学ぶインクルーシブ教育を推進していく上においてもICTの活

用は有効であり，国立特別支援教育総合研究所（以下「特総研」と略）のリーフレット「特別

支援教育でICTを活用しよう」には「障害のある子供一人一人の教育的ニーズに合わせた適

切な教材等を活用することで，さまざまな困難を取り除いたり，減らしたりする」ことを目

的として「ICTの活用はそうした子供たちの可能性を広げる機器として，またこれからのイ

ンクルーシブ教育システム推進において合理的配慮を進めるために大きな役割を果たす」と

示されている。

特別支援教育とは「障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支

援するという視点に立ち，幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し，その持てる力を

高め，生活や学習上の困難を改善又は克服するため，適切な指導及び必要な支援を行うもの」

であり，そのキーワードである「一人一人の教育的ニーズ」の把握から指導・支援に至る一

連の過程においてICT活用は極めて有効である。

ICTについては昨今，毎日のようにメディア等で目にするワードだが，その定義は何か。

文科省（2021）サイトの用語解説ではICTを「情報コミュニケーション技術，情報通信技術」

と定義し「教育場面においては，電子教材を活用した授業の実践やコンピュータによる情報

管理などが考えられる」と説明している。また「平成30年文部科学省白書」（文科省，2019）

では「日常生活の様々な場面でICT（情報通信技術）を用いることが当たり前となっている子

供たちは，情報や情報手段を主体的に選択し活用していくための基礎的な資質としての『情

報活用能力』を身に付け，情報社会に対応していく力を備えることがますます重要」と示し

ている。

さらに同白書では「障害がある子供たちの支援」としてICTを導入すれば「障害のある子

供たちの障害の状態や特性等を踏まえた教材を効果的に活用し，適切な指導を行うことがで

きる」ため特総研を中心に研究を進めていることに触れ，特別支援教育の充実にICTの活用

が効果的であることを謳っている。今後，特別支援教育を推進していく上においてICT活用

は極めて効果的であり，教員のICT活用指導力を向上していくことが通常の教育のみならず

特別支援教育にこそ必要とされていることが理解できる。

２．コロナ禍におけるICT活用の現状

文科省は2020年５月付で「新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業中における障害

のある児童生徒の家庭学習支援に関する留意事項について（事務連絡）」（文科省，2019）を

知的障害特別支援学級におけるICT教材を活用した教科指導の在り方について 
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発し「家庭における学習内容の提示や教材等の提供に当たっては，児童生徒や必要に応じて

協力を求める保護者等にとって実施しやすい方法や留意すべき点等も合わせて分かりやすく

示すこと」と伝え，環境に応じて可能な限り動画配信などによるオンライン学習支援の方向

性を示した。

これを受け，各地の特別支援学校では試行錯誤の中でICTを活用した取り組みが始まり，

特にオンライン授業や動画配信などの実践研究が進んだ。ある肢体不自由児の学校はオンラ

インで様々なコンテンツ（校長の挨拶，担任の呼びかけ，健康状態の把握，個々に応じた読

み聞かせや歌など）を発信し，子どもの学習保障を試みた。病弱児の学校では病院に入院し

ている生徒に対して，オンラインで教材等を届けるとともに遠隔システムを利用し同時双方

向型で課題の説明や質疑応答等が実施された。また聴覚障害児の学校では動画共有サービス

を活用して，教師からの挨拶や学校からのお知らせ，手話や指文字などを使用した身近な題

材を学習する寸劇等の動画を配信するなど，各々が対象としている児童生徒の障害種に応じ

たICT活用を進めた。

文科省が2020年６月23日時点でのICT活用状況を全国110の特別支援学校に調査したとこ

ろ全体のうち40％（44校）が臨時休業期間中に同時双方向型のオンライン指導を実施し，ま

た86％（94校）が動画等何らかのデジタル教材を活用したと回答している。（文科省，2019）

ちなみに同様の質問に対し小学校（1733校が回答）では各々８％，56％，中学校では10％，

59％の回答となっていて，特別支援学校が突然の長期臨時休業という事態に対しいち早く

ICTを活用した学習保障を志向した事実がうかがえる。

文科省でも一斉臨時休業期間の学習支援として独自にポータルサイト「子供の学び応援サ

表１　家庭における学習の状況把握と支援の方法
【設置者数】

小学校 中学校 義務教育
学校 高等学校 中等教育

学校
特別支援

学校
設置者
単位

（参考）
前回値

教科書や紙の
教材の活用

1,715 1,742 87 153 20 105 1,794 1,213
100％ 100％ 100％ 99％ 100％ 95％ 100％ 100％

テレビ放送の活用 608 586 41 48 10 39 688 288
35％ 34％ 47％ 31％ 50％ 35％ 38％ 24％

教育委員会等が作成
した学習動画の活用

385 407 34 46 10 47 467 118
22％ 23％ 39％ 30％ 50％ 43％ 26％ 10％

上記以外の
デジタル教材

591 627 46 79 15 47 721 353
34％ 36％ 53％ 51％ 75％ 43％ 40％ 29％

同時双方向型
オンライン指導

138 173 15 72 14 44 270 60
8％ 10％ 17％ 47％ 70％ 40％ 15％ 5％

家庭でも安全に
できる運動

1,076 1,047 58 84 15 78 1,180 −
63％ 60％ 67％ 55％ 75％ 71％ 66％ −

その他 30 22 2 2 0 11 49 145
2％ 1％ 2％ 1％ 0％ 10％ 3％ 12％

文科省（2020）「特別支援教育におけるICTの活用について」より
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イト」を公開し特別支援教育に関するコンテンツを豊富にアップしている。また千葉県教育

委員会では同総合教育センターと協働でオンライン学習用の特設サイト「チーてれスタディ

ネット」を開設し，児童生徒が家庭で体験できる歌やダンスなどの動画を掲載し，遠隔指導

を支援している。このように文科省，都道府県教育委員会が各ウエブサイトにアップした教

材を活用した特別支援学校も多いと思われる。

では特別支援学級のICT活用はコロナ禍により進んだか。現時点では特別支援学級に特化

した遠隔指導の実情を調査した資料はない。ただし。ICT活用状況調査では小中学校とも家

庭学習支援にICTを活用した実績が特別支援学校よりも低くなっているため，特別支援学級

でもその活用は盛んではなかったことが推測される。

３．特別支援教育における教科指導の現状

（１）特別支援学校の教育課程

ではそもそもコロナ禍以前も含め小学校において知的障害がある子どもの特別支援学級で

はどのような教科指導が実践されているのか。

特別支援学級の教育課程は小学校または中学校の学習指導領に基づいて編成されることが

原則とされている。同時に一人一人の児童生徒の障害の程度や特性，特に知的な障害がある

子どもに対しては発達段階にも応じた指導を行うため，適切な教育課程を編成することが必

要である。そこで同教育課程の編成については，学校教育法施行規則138条により「特別の

教育課程」を編成することが認められている。そのうえで特別支援学校の小学部・中学部学

習指導要領を参考にすることが示されており，子どもたちの実態にあったものにすることが

必要とされている。実情としては小学校知的障害特別支援学級の教育課程は特別支援学校小

学部の学習指導要領に準じて編成されているケースが多い。

特別支援学校学習指導要領では，知的障害がある子どもが在籍する小学部教育課程として

生活，国語，算数，音楽，図画工作，体育の各教科と道徳科，特別活動並びに自立活動を基

本的には全ての児童に履修させることとなっており，外国語活動については必要に応じて指

導することができるとされている。特に各教科に対しては児童の発達段階に応じた指導内容

や目標が同指導要領上では３段階に分けて設定されており，教員はこれを参考に具体的な学

習内容を設定することとされている。

しかし現状では知的障害特別支援学校小学部においては国語，算数，生活科などのいわゆ

る主要教科の指導が学習指導要領に示された内容で適切に実施されているかどうかは不明で

ある。各校では児童の知的障害の程度，発達段階に応じて複数の教育課程を編成しているが，

体育，音楽などいわゆる技能教科についてはその科目名が日課表に位置付けられていること

が多いものの，主要教科については「ことば・かず」あるいは「国語・算数的学習」などの

知的障害特別支援学級におけるICT教材を活用した教科指導の在り方について 

(5)

発し「家庭における学習内容の提示や教材等の提供に当たっては，児童生徒や必要に応じて

協力を求める保護者等にとって実施しやすい方法や留意すべき点等も合わせて分かりやすく

示すこと」と伝え，環境に応じて可能な限り動画配信などによるオンライン学習支援の方向

性を示した。

これを受け，各地の特別支援学校では試行錯誤の中でICTを活用した取り組みが始まり，

特にオンライン授業や動画配信などの実践研究が進んだ。ある肢体不自由児の学校はオンラ

インで様々なコンテンツ（校長の挨拶，担任の呼びかけ，健康状態の把握，個々に応じた読

み聞かせや歌など）を発信し，子どもの学習保障を試みた。病弱児の学校では病院に入院し

ている生徒に対して，オンラインで教材等を届けるとともに遠隔システムを利用し同時双方

向型で課題の説明や質疑応答等が実施された。また聴覚障害児の学校では動画共有サービス

を活用して，教師からの挨拶や学校からのお知らせ，手話や指文字などを使用した身近な題

材を学習する寸劇等の動画を配信するなど，各々が対象としている児童生徒の障害種に応じ

たICT活用を進めた。

文科省が2020年６月23日時点でのICT活用状況を全国110の特別支援学校に調査したとこ

ろ全体のうち40％（44校）が臨時休業期間中に同時双方向型のオンライン指導を実施し，ま

た86％（94校）が動画等何らかのデジタル教材を活用したと回答している。（文科省，2019）

ちなみに同様の質問に対し小学校（1733校が回答）では各々８％，56％，中学校では10％，

59％の回答となっていて，特別支援学校が突然の長期臨時休業という事態に対しいち早く

ICTを活用した学習保障を志向した事実がうかがえる。

文科省でも一斉臨時休業期間の学習支援として独自にポータルサイト「子供の学び応援サ

表１　家庭における学習の状況把握と支援の方法
【設置者数】

小学校 中学校 義務教育
学校 高等学校 中等教育

学校
特別支援

学校
設置者
単位

（参考）
前回値

教科書や紙の
教材の活用

1,715 1,742 87 153 20 105 1,794 1,213
100％ 100％ 100％ 99％ 100％ 95％ 100％ 100％

テレビ放送の活用 608 586 41 48 10 39 688 288
35％ 34％ 47％ 31％ 50％ 35％ 38％ 24％

教育委員会等が作成
した学習動画の活用

385 407 34 46 10 47 467 118
22％ 23％ 39％ 30％ 50％ 43％ 26％ 10％

上記以外の
デジタル教材

591 627 46 79 15 47 721 353
34％ 36％ 53％ 51％ 75％ 43％ 40％ 29％

同時双方向型
オンライン指導

138 173 15 72 14 44 270 60
8％ 10％ 17％ 47％ 70％ 40％ 15％ 5％

家庭でも安全に
できる運動

1,076 1,047 58 84 15 78 1,180 −
63％ 60％ 67％ 55％ 75％ 71％ 66％ −

その他 30 22 2 2 0 11 49 145
2％ 1％ 2％ 1％ 0％ 10％ 3％ 12％

文科省（2020）「特別支援教育におけるICTの活用について」より
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表記となっているところが多い。

また音楽や体育などは教科の特性上，発達段階別にグループ編成し集団で指導を行うケー

スが多いが，主要教科においては児童の知的発達段階の差が大きいため，個別またはごく少

数グループでの指導体制を取っているところがほとんどである。その際に学習指導要領の内

容を参考にしている教員がどの程度存在するか。

上越教育大学の窪田，藤井（2020）は2017（平成29）年，知的障害特別支援学校における教

科指導に関する調査研究を行った。関東・甲信越地域の知的障害を対象とする特別支援学校

201校のうち，調査協力可能と回答があった100校の教務主任95名と，各学部の学級担任167

名に対しての調査では各教科の個別の指導計画作成の際に児童生徒が学習指導要領に示され

た内容の発達段階のうちどの段階であるかを学校としてアセスメントし実態把握することに

ついて26名（31.3％）の教務主任が「する」，57名（68.7％）が「しない」と回答している。

調査対象となった学校の３校に２校が教科指導の要となる個別の指導計画作成時にその発達

段階を明らかにしていないという実情が明らかとなっている。

このことから見ても主要教科を学習指導要領に沿って計画的，体系的に指導している知的

障害特別支援学校は比較的少なく，学校教育法施行規則130条の２に示されているいわゆる

「合わせた指導」（各教科，道徳，外国語活動及び自立活動の全部又は一部について，合わせ

て授業を行うことができる）の中に教科的な視点を反映させている学校が多いだろうことが

伺われる。

（２）特別支援学級の教育課程

この状況は小学校知的障害特別支援学級でも同様であり，主要教科の指導は主には個別対

応となっているところが多い。背景要因としては特別支援学校同様，児童の発達段階の差が

大きいこともあるが，特別支援学級の一つの実態として複数の発達段階を持ち学年もまちま

ちな児童が一学級の中で教育を受けていることが挙げられる。特別支援学級の学級定員は８名

となっており，知的障害がある児童数が少ない場合は一校につき単一学級であることが多い。

特別支援学級については以前から児童生徒の発達段階や実態に応じたきめ細やかな学級編

制認可を求める声が上がっている。障害種による学級編成は学校教育法81条により示されて

いるが，学年や発達段階に応じた編制は認められていない。2010（平成22）年７月の中教審

資料（文科省中教審2010）では「特別支援学級の学級編制の標準は現在８人とされているが，

複数の学年の児童生徒を同一学級に編制することが認められている上，在籍する児童生徒の

障害の重度・重複化等の学級の実態を踏まえ，学級編制の標準の引下げの要望が多い」と報

告されている。

昨今ではインクルーシブ教育システムの理念を反映し，保護者が子どもの就学先として障
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害の程度にかかわらず地域の学校への就学を望むケースも増えつつあり，医療的ケアが必要

な重症心身障害がある子どもの小学校入学例も複数確認されている。これを受け文科省では

2021年６月に「小学校等における医療的ケア実施支援資料」（文科省，2021）を公開し，障

害が重度である子どもたちの支援について理解を求めている。

特別支援学校以上に児童生徒の実態の差が激しい特別支援学級では，様々な障害程度，発

達段階の子どもたちが複数在籍し，教科指導では個別対応せざるを得ない状況となっている

が，さらには教員不足の状況も相まって効果的な指導が困難な状況となっている。通常の学

級のような一斉指導は不可能であり，複数の児童に教科書やドリル，あるいは障害に応じた

教材を提示しながら，少数の教員が巡回しながら指導を進めるケースが多い。ただ実態に応

じて中には常時マンツーマンでの支援が必要な子どももいるため，その巡回指導すらままな

らない場合もある。

（３）特別支援学級における技能教科指導

主要教科に対し小学校における知的障害特別支援学級の体育，音楽，図画工作などいわゆ

る技能教科の指導はどのような現状か。図１は島根県教育センター（2020）が県内の特別支

援学級担任用に作成したガイドブック「特別支援学級の教育課程について悩んでいません

か？」の中に示された小学校特学における日課表の例（小学２年生）である。

図１にある体育，音楽，図工の下に（交）という表記が認められるが，これは「交流及び共

同学習」を意味し，特別支援学級に在籍する様々な学年の児童が「交流学級」と呼ばれてい

る当該学年の学級のこれら教科の授業に参加する，という意味である。

「交流及び共同学習」とは「障害のある子供と障害のない子供，あるいは地域の障害のある

人とが触れ合い，共に活動する」（文科省2019「交流及び共同学習ガイド」）ものであり，特

別支援学校と通常の学校の児童生徒，あるいは同じ小中学校内の通常の学級と特別支援学級

の児童生徒との交流及び共同学習など様々な形があり，障害がある子どもとない子どもがと

もに授業を受けたり校外行事に参加したりするスタイルが多い。小中学校の学習指導要領で

は交流及び共同学習を通じて「共に尊重し合いながら協働して生活していく態度を育むよう

月 火 水 木 金
１ 日常生活の指導
２ 国語 国語 国語 国語 国語
３ 算数

生単
算数

図工（交）
生単

４ 体育（交） 音楽（交）
５ 生単 算数 体育（交） 算数 音楽（交）

図１　特別支援学級時間割例

島根県教育センター「特別支援学級の教育課程について悩んでいませんか？」より

知的障害特別支援学級におけるICT教材を活用した教科指導の在り方について 

(7)

表記となっているところが多い。

また音楽や体育などは教科の特性上，発達段階別にグループ編成し集団で指導を行うケー

スが多いが，主要教科においては児童の知的発達段階の差が大きいため，個別またはごく少

数グループでの指導体制を取っているところがほとんどである。その際に学習指導要領の内

容を参考にしている教員がどの程度存在するか。

上越教育大学の窪田，藤井（2020）は2017（平成29）年，知的障害特別支援学校における教

科指導に関する調査研究を行った。関東・甲信越地域の知的障害を対象とする特別支援学校

201校のうち，調査協力可能と回答があった100校の教務主任95名と，各学部の学級担任167

名に対しての調査では各教科の個別の指導計画作成の際に児童生徒が学習指導要領に示され

た内容の発達段階のうちどの段階であるかを学校としてアセスメントし実態把握することに

ついて26名（31.3％）の教務主任が「する」，57名（68.7％）が「しない」と回答している。

調査対象となった学校の３校に２校が教科指導の要となる個別の指導計画作成時にその発達

段階を明らかにしていないという実情が明らかとなっている。

このことから見ても主要教科を学習指導要領に沿って計画的，体系的に指導している知的

障害特別支援学校は比較的少なく，学校教育法施行規則130条の２に示されているいわゆる

「合わせた指導」（各教科，道徳，外国語活動及び自立活動の全部又は一部について，合わせ

て授業を行うことができる）の中に教科的な視点を反映させている学校が多いだろうことが

伺われる。

（２）特別支援学級の教育課程

この状況は小学校知的障害特別支援学級でも同様であり，主要教科の指導は主には個別対

応となっているところが多い。背景要因としては特別支援学校同様，児童の発達段階の差が

大きいこともあるが，特別支援学級の一つの実態として複数の発達段階を持ち学年もまちま

ちな児童が一学級の中で教育を受けていることが挙げられる。特別支援学級の学級定員は８名

となっており，知的障害がある児童数が少ない場合は一校につき単一学級であることが多い。

特別支援学級については以前から児童生徒の発達段階や実態に応じたきめ細やかな学級編

制認可を求める声が上がっている。障害種による学級編成は学校教育法81条により示されて

いるが，学年や発達段階に応じた編制は認められていない。2010（平成22）年７月の中教審

資料（文科省中教審2010）では「特別支援学級の学級編制の標準は現在８人とされているが，

複数の学年の児童生徒を同一学級に編制することが認められている上，在籍する児童生徒の

障害の重度・重複化等の学級の実態を踏まえ，学級編制の標準の引下げの要望が多い」と報

告されている。

昨今ではインクルーシブ教育システムの理念を反映し，保護者が子どもの就学先として障
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にすること」とその実施が義務付けられている。

特別支援学級を設置する小中学校ではこれらの取り決めにより技能教科の授業を交流及び

共同学習の機会として取り扱い，特学の児童生徒が当該学年の交流学級の授業に参加するケー

スが多い。これについては文科省も「交流及共同学習ガイド」の参考資料で例示をしており，

その実践スタイルは公認されているといってもよい。

しかし，知的障害があり発達段階が学年相応ではない児童生徒が，通常の学級における当

該学年の学習指導要領に応じた技能教科の授業に参加し，その能力を向上させることが可能

なのか。特別支援学校の学習指導要領を参考にした教育課程を編成している知的障害特別支

援学級に在籍する小学生に対しては，同指導要領で発達段階に応じて体育，音楽，図画工作

において指導目標や内容が示されているが，当該学年での交流及び共同学習の中でこれらの

目標は達成できているだろうか。

（４）特別支援学級の人材不足

知的障害特別支援学級では小中学校にかかわらず児童生徒の発達段階に応じた効果的な教

科指導が進められていない現状が理解できる。しかし，これら現状の背景要因は文科省や教

育委員会の施策のみに課題があるわけではなく，社会現象でもある教員不足，資質の低下な

どにも一因がある。

コロナ禍で状況は一変した様相だが2019年度までは「景気は回復傾向にある」とされ，大

学生の就職活動は売り手市場となり求人率も上昇する半面，過酷な勤務状況であることが喧

伝された教職を敬遠する傾向が顕著となっていた。2018～19年度実施の全国都道府県・政令

指定都市における教員採用試験の実施状況・倍率を見ると小学校枠で１倍台を記録するとこ

ろが増え，教員不足と相まって「質の低下」も懸念されている。

2020年度以降，教員志望者増を目指す自治体は採用試験のハードルを低くし，水泳やピア

ノ演奏といった実技試験を排したり筆記試験の出題範囲を明示したりするなど「合格しやす

さ」を競いながら各地の教員志望者を寄せ集める手法を取るところが増えている。またコロ

ナ禍により経営上の影響を受けた業種が新規卒業者に敬遠されたこともあり，教員志望者増

が期待された。それでも2020年度に実施された教員採用選考試験の全国平均倍率は3.6倍と

なり，2012年度実施試験以降で最も低く，2019年度の3.7倍に続き３倍台となった（教育新聞

記事2020年11月11日）。特に小学校では倍率の全国平均が2.6倍であり，過去最低だった昨

年度の2.7倍を下回った。２倍を下回る自治体は19あった。（朝日新聞記事2021年６月25日）。

同記事では「教員の大量退職期が続き採用が増えた一方で，学校現場での長時間労働の問題

が解決されず，学生に教職を敬遠する動きが広がっている」と背景を紹介している。

全体的な教員不足，質の低下が懸念される中，特別支援学級の設置増が進んでいる。特学
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は2019年度現在，小中学校等を合わせて全国で66,655学級が設置されている。学校教育法施

行規則が改正された「特別支援教育元年」となる2007年度には37,041学級だったものが，12

年間で1.8倍になっている。全国で30,054校ある小中学校等のうち，24,488校に特学が設置

され，設置率は80%を超えている。

この特別支援学級急増と言える状況の中で，専門性を持つ教員がその担当になっていると

は必ずしも言えない状況にある。青森県教育委員会は県内公立小中学校の特別支援学級を担

当する教員のうち，特別支援学校教諭の免許状を持っている人の割合（免許保有率）が，2019

年５月時点で23.7％にとどまっていると明らかにした（Web東奥2020年６月）。千葉市教育

委員会（2018）の「千葉市特別支援教育推進基本計画」（2018年８月）「第４章　教職員の専

門性と指導力」には次のように書かれている。「特別支援教育の経験年数が３年未満の特別支

援学級及び通級指導教室の担当者は，毎年増加傾向にあり，担当者の専門性の担保・向上が

課題」。これは千葉市だけでなく全国すべての市町村に共通する課題となっている。

ちなみに特別支援学校教員の当該障害種特別支援学校教員免許状保有率でさえ83.0％

（2019年度）であることを考えれば，小中学校の特別支援学級担当者が同免許状を保有してい

る率が低いことは容易に想像できる。

（５）特別支援学級担当の意識

ただ特別支援学校の教員免許があるから専門性が高い，とは一概には言えない。教員免許

があり採用選考を経て正規採用された教員によるわいせつ・セクハラ等の不祥事が全国的に

増加している現状を見れば，免許があるから人間性，専門性が優れているとは言い切れない。

反面，自らの専門性に不安を感じながらも受け持つ児童生徒の教育を何とか充実させようと

努力を重ねる教員も少なくない。

関東にある比較的人口規模の大きなＡ市教育センターでは毎夏，特別支援教育にかかわる

現職教員向けの各種専門研修講座を開設し，2021（令和３）年８月には自立活動に関する講

座の開催を予定していた（緊急事態宣言の発出に伴い中止）。その参加予定者を対象に自立活

動に関する意識調査を実施したところ，Ａ市内の特別支援教育にかかわる教員が自らの専門

性に不安を感じながらもスキルアップを志す姿勢を感じることができた。

グーグルフォームを使った意識調査の実施期間は2021年６月19日から７月９日であり，

最終的な回答者は24名となった。全員が小中学校特別支援学級の担当であり，特別支援教育

にかかわる経験は54.2%が５年以内，また全体の50％が特別支援学校教員免許（一種または

二種）を有していないと回答した。全員に対し「自立活動での取り組みで悩んでいること」

について質問したところ図２のような回答の割合となった（複数回答可）。

知的障害特別支援学級におけるICT教材を活用した教科指導の在り方について 

(9)

にすること」とその実施が義務付けられている。

特別支援学級を設置する小中学校ではこれらの取り決めにより技能教科の授業を交流及び

共同学習の機会として取り扱い，特学の児童生徒が当該学年の交流学級の授業に参加するケー

スが多い。これについては文科省も「交流及共同学習ガイド」の参考資料で例示をしており，

その実践スタイルは公認されているといってもよい。

しかし，知的障害があり発達段階が学年相応ではない児童生徒が，通常の学級における当

該学年の学習指導要領に応じた技能教科の授業に参加し，その能力を向上させることが可能

なのか。特別支援学校の学習指導要領を参考にした教育課程を編成している知的障害特別支

援学級に在籍する小学生に対しては，同指導要領で発達段階に応じて体育，音楽，図画工作

において指導目標や内容が示されているが，当該学年での交流及び共同学習の中でこれらの

目標は達成できているだろうか。

（４）特別支援学級の人材不足

知的障害特別支援学級では小中学校にかかわらず児童生徒の発達段階に応じた効果的な教

科指導が進められていない現状が理解できる。しかし，これら現状の背景要因は文科省や教

育委員会の施策のみに課題があるわけではなく，社会現象でもある教員不足，資質の低下な

どにも一因がある。

コロナ禍で状況は一変した様相だが2019年度までは「景気は回復傾向にある」とされ，大

学生の就職活動は売り手市場となり求人率も上昇する半面，過酷な勤務状況であることが喧

伝された教職を敬遠する傾向が顕著となっていた。2018～19年度実施の全国都道府県・政令

指定都市における教員採用試験の実施状況・倍率を見ると小学校枠で１倍台を記録するとこ

ろが増え，教員不足と相まって「質の低下」も懸念されている。

2020年度以降，教員志望者増を目指す自治体は採用試験のハードルを低くし，水泳やピア

ノ演奏といった実技試験を排したり筆記試験の出題範囲を明示したりするなど「合格しやす

さ」を競いながら各地の教員志望者を寄せ集める手法を取るところが増えている。またコロ

ナ禍により経営上の影響を受けた業種が新規卒業者に敬遠されたこともあり，教員志望者増

が期待された。それでも2020年度に実施された教員採用選考試験の全国平均倍率は3.6倍と

なり，2012年度実施試験以降で最も低く，2019年度の3.7倍に続き３倍台となった（教育新聞

記事2020年11月11日）。特に小学校では倍率の全国平均が2.6倍であり，過去最低だった昨

年度の2.7倍を下回った。２倍を下回る自治体は19あった。（朝日新聞記事2021年６月25日）。

同記事では「教員の大量退職期が続き採用が増えた一方で，学校現場での長時間労働の問題

が解決されず，学生に教職を敬遠する動きが広がっている」と背景を紹介している。

全体的な教員不足，質の低下が懸念される中，特別支援学級の設置増が進んでいる。特学
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（選択肢）

① 何をやってよいかわからない

② 自立活動そのものがよく理解できていない

③ 自立活動の目的や意義がよくわからない

④ 自立活動の授業はやっているが指導内容に関する情報が少なく困っている

⑤ どういう子どもにどういう内容がよいのかを考えることが難しい

⑥ 特に悩みはない（順調に指導できている）

⑦ その他

全体の87.5％が「自立活動の授業はやっているが指導内容に関する情報が少なく困ってい

る」を選択していることからも回答者全体のスキルアップ意識が高いことが理解できる。同

時に「特に悩みはない」を選択した者が０であることから免許のあるなしや経験年数にかか

わらず，特別支援学級担当の教員が自らの専門性に常に不安を感じていることが伺える。

小学校知的障害特別支援学級の教育課程について学習指導要領にも明確な指針がなく，発

達段階も学年も異なる児童が一つの学級に在籍する編成上の特性により効果的な教科指導を

進めることもできず，また技能教科は交流及び共同学習の名の元にやむを得ず発達段階に応

じない指導を受け，それら児童を指導する教員側にも人材不足，専門性の不足などの課題が

山積している。そのうえでのICT教材を活用した教育を推進するGIGAスクール構想を特別

支援学級においてどのように展開していけばよいのか。

Ⅱ．特別支援教育の教科書と指導法
１．特別支援教育の教科書

日本では憲法により義務教育は無償とされ，学校で使用する教科書はすべて公費で賄われ

ている。通常の学校では文科省の検定を受けた出版社が作成する教科書を地域ごとに採用す

Ａ市教育センター・自立活動専門研修講座参加予定者への意識調査結果から

自立活動そのものがよく理解できていない

 何をやってよいかわからない

自立活動の目的や意義がよくわからない

自立活動の授業はやっているが指導内容に関する情報が少なく困っている

どういう子どもにどういう内容がよいのかを考えることが難しい

特に悩みはない（順調に指導できている）

その他

8（33.3％）

10（41.7％）

6（25％）

21（87.5％）

14（58.3％）

0（0％）

1（4.2％）
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図２　自主活動での悩み
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るシステムが定着している。あまり知られていないが特別支援学校学習指導要領に沿った知

的障害教育用特別支援学校教科書も存在する。しかし，全国的な採用数が限られる中でこれ

を作成する出版社はなく，文科省が発達段階に応じて著作する教科書が１種類のみ発行され

ている。

小学部用には国語，算数，音楽の３教科において発達段階を「☆」の数で表した通称「星

（ホシ）本」と呼ばれる教科書が発行されている。発達段階が高い児童を対象としたものから

星の数が３つ，２つ，１つと示されている。

ただ先に触れたように実際の知的障害特別支援学校では国語，算数において一人一人の発

達段階の差が大きく「国語・算数的」学習活動には個に応じた教材を使用するケースが多く，

教科書を活用しているところは少ない。また小学校知的障害特別支援学級でも同様の事情に

より教科書を導入しているところは少ない。

これを裏付ける資料として文科省の資料「令和２年度使用・特別支援学校用文部科学省著

作教科書需要数」による同教科書の採択数が次のようになっている。

表２の「中学部で使用される冊数も含む」とは特別支援学校小中学部学習指導要領第１章

第８節１（４）に示されている「下学部適用」（中学部の各教科及び道徳科の目標及び内容に

関する事項の一部又は全部を小学部の目標及び内容に替えることができる）により中学部で

小学部の教科書を採用している数を含むことを示している。

同表から例えば国語については星本三段階の合計が13,901冊であるが，2019年度の知的障

害特別支援学校小学部在籍児童数は40,653名であり，また同教科書の需要が高いと想定され

る小学校知的障害特別支援学級の児童数が90,462名であることを考えれば計131,115名のう

ち同教科書を利用している児童がわずか9.4％に留まっていることが理解できる（特別支援学

図３　おんがく☆☆☆［令和２年度］― 特別支援学校小学部知的障害者用
（文部科学省著作教科書　小学部音楽科） 
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（選択肢）

① 何をやってよいかわからない

② 自立活動そのものがよく理解できていない

③ 自立活動の目的や意義がよくわからない

④ 自立活動の授業はやっているが指導内容に関する情報が少なく困っている

⑤ どういう子どもにどういう内容がよいのかを考えることが難しい

⑥ 特に悩みはない（順調に指導できている）

⑦ その他

全体の87.5％が「自立活動の授業はやっているが指導内容に関する情報が少なく困ってい

る」を選択していることからも回答者全体のスキルアップ意識が高いことが理解できる。同

時に「特に悩みはない」を選択した者が０であることから免許のあるなしや経験年数にかか

わらず，特別支援学級担当の教員が自らの専門性に常に不安を感じていることが伺える。

小学校知的障害特別支援学級の教育課程について学習指導要領にも明確な指針がなく，発

達段階も学年も異なる児童が一つの学級に在籍する編成上の特性により効果的な教科指導を

進めることもできず，また技能教科は交流及び共同学習の名の元にやむを得ず発達段階に応

じない指導を受け，それら児童を指導する教員側にも人材不足，専門性の不足などの課題が

山積している。そのうえでのICT教材を活用した教育を推進するGIGAスクール構想を特別

支援学級においてどのように展開していけばよいのか。

Ⅱ．特別支援教育の教科書と指導法
１．特別支援教育の教科書

日本では憲法により義務教育は無償とされ，学校で使用する教科書はすべて公費で賄われ

ている。通常の学校では文科省の検定を受けた出版社が作成する教科書を地域ごとに採用す

Ａ市教育センター・自立活動専門研修講座参加予定者への意識調査結果から

自立活動そのものがよく理解できていない

 何をやってよいかわからない

自立活動の目的や意義がよくわからない

自立活動の授業はやっているが指導内容に関する情報が少なく困っている

どういう子どもにどういう内容がよいのかを考えることが難しい

特に悩みはない（順調に指導できている）

その他
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校学習指導要領を参考にする特別の教育課程を編成している知的特学では同教科書を使用可

能）。通常の学校における教科書使用率は無論100％であり，知的障害がある児童一人一人の

発達段階，特性，実態の差が大きいとはいえ文科省が著作権を有する教科書の使用率は障害

のない子どもの10分の１に満たない。

２．一人一人の実態に応じた教科書と指導法

学校教育法第34条（教科書の使用義務）等により義務教育では「教科書を使用しなければ

ならない」とされているが同法附則第９条では「特別支援学校並びに特別支援学級において

は（中略）教科用図書以外の教科用図書を使用することができる」と示されており，これは通

称「附則９条」教科書と呼ばれている。これにより障害の実態等により文科省著作教科書の

使用に馴染まない知的障害がある子どもには別途，当該教育委員会が指定した一般図書（絵

本等）の中から一人一人の障害に応じた教育目標，内容に即した教科用図書を選定すること

ができるとされている。

文科省著作教科書の使用にはある程度の縛りがあり，知的障害特別支援学級で使用する場

合は「１年間継続して使用する」「特別支援学校学習指導要領を参考とした教育課程を編成す

る」必要がある。専門性に不安を持つ教員が少なくないなどの知的特学の多岐に渡る課題に

より，使用条件がある文科省著作教科書はむしろ使い勝手が悪い印象があるのではないか。

中には同教科書を採択しながら授業では使用していない学級も見受けられる。国語，算数に

【設置者数】
教科書名 需要数 備　　考

（小学部）
こくご　　☆ 3,448 中学部で使用される冊数も含む
こくご　　☆☆ 4,446 中学部で使用される冊数も含む
こくご　　☆☆☆ 6,007 中学部で使用される冊数も含む
さんすう　☆ 3,598 中学部で使用される冊数も含む
さんすう　☆☆（1） 4,386 中学部で使用される冊数も含む
さんすう　☆☆（2） 4,381 中学部で使用される冊数も含む
さんすう　☆☆☆ 5,824 中学部で使用される冊数も含む
おんがく　☆ 4,045 中学部で使用される冊数も含む
おんがく　☆☆ 4,324 中学部で使用される冊数も含む
おんがく　☆☆☆ 5,227 中学部で使用される冊数も含む

（中学部）
国　語　　☆☆☆☆ 6,111
数　学　　☆☆☆☆ 5,955
音　楽　　☆☆☆☆ 6,059

表２　文科省「令和２年度使用・特別支援学校用文部科学省著作教科書需要数」一覧表
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おいては人材や専門性の課題から自主学習を中心とした個別指導が主となっている中で，同

教科書を計画的，系統的に使用した学習を進めることは困難であることがうかがえる。

しかし逆の視点から見れば専門性に課題を感じる教員にはむしろマニュアル的な指導書を

伴った教科書による学習指導の方が取り組みやすくはないか。特別支援教育の基礎知識がな

ければ知的障害教育による教科指導は極めて困難であり，そのために児童が自主学習を中心

とする授業をせざるを得ない状況よりも，発達段階に応じた小グループ編成で教科書を使用

した一斉指導を進めることこそ主体的対話的で深い学びを実現できるのではないか。

先のＡ市内小中学校特別支援学級教員に対する意識調査で「自立活動の取り組みを進める

上において不足していると思うものは何か」を質問したところ下記のような結果となった（複

数回答可）。

（選択肢）

・・通常の教材・教具

・・ICT教材

・・自立活動の研修機会

・・自立活動に関する指導書

・・自立活動に関する相談機関

・・自立活動の取り組みに関する情報

・・その他

「自立活動の取り組みに関する情報」を求めている回答者が79.2％，「指導書」を求めてい

る者が62.5％となっていることから，特別支援学級の担当教員がその指導において何らかの

指針を求めていることが伺える。専門性に不安を抱くからこそある程度のマニュアルを必要

としているのではないか。

しかし，現実的に考えれば仮にマニュアルが存在したとしても小学校知的障害特別支援学

級で国語，算数の教科指導を１つの教科書を使用しながら一斉指導により展開していくこと

通常の教材・教具

ICT教材

自立活動の研修機会

自立活動に関する指導書

自立活動に関する相談機関

自立活動の取り組みに関する情報

11（45.8％）

8（33.3％）

7（29.2％）

15（62.5％）

3（12.5％）

19（79.2％）

0 5 10 15 20

図４　Ａ市教育センター・自立活動専門研修講座参加予定者への意識調査結果から

知的障害特別支援学級におけるICT教材を活用した教科指導の在り方について 
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校学習指導要領を参考にする特別の教育課程を編成している知的特学では同教科書を使用可

能）。通常の学校における教科書使用率は無論100％であり，知的障害がある児童一人一人の

発達段階，特性，実態の差が大きいとはいえ文科省が著作権を有する教科書の使用率は障害

のない子どもの10分の１に満たない。

２．一人一人の実態に応じた教科書と指導法

学校教育法第34条（教科書の使用義務）等により義務教育では「教科書を使用しなければ

ならない」とされているが同法附則第９条では「特別支援学校並びに特別支援学級において

は（中略）教科用図書以外の教科用図書を使用することができる」と示されており，これは通

称「附則９条」教科書と呼ばれている。これにより障害の実態等により文科省著作教科書の

使用に馴染まない知的障害がある子どもには別途，当該教育委員会が指定した一般図書（絵

本等）の中から一人一人の障害に応じた教育目標，内容に即した教科用図書を選定すること

ができるとされている。

文科省著作教科書の使用にはある程度の縛りがあり，知的障害特別支援学級で使用する場

合は「１年間継続して使用する」「特別支援学校学習指導要領を参考とした教育課程を編成す

る」必要がある。専門性に不安を持つ教員が少なくないなどの知的特学の多岐に渡る課題に

より，使用条件がある文科省著作教科書はむしろ使い勝手が悪い印象があるのではないか。

中には同教科書を採択しながら授業では使用していない学級も見受けられる。国語，算数に

【設置者数】
教科書名 需要数 備　　考

（小学部）
こくご　　☆ 3,448 中学部で使用される冊数も含む
こくご　　☆☆ 4,446 中学部で使用される冊数も含む
こくご　　☆☆☆ 6,007 中学部で使用される冊数も含む
さんすう　☆ 3,598 中学部で使用される冊数も含む
さんすう　☆☆（1） 4,386 中学部で使用される冊数も含む
さんすう　☆☆（2） 4,381 中学部で使用される冊数も含む
さんすう　☆☆☆ 5,824 中学部で使用される冊数も含む
おんがく　☆ 4,045 中学部で使用される冊数も含む
おんがく　☆☆ 4,324 中学部で使用される冊数も含む
おんがく　☆☆☆ 5,227 中学部で使用される冊数も含む

（中学部）
国　語　　☆☆☆☆ 6,111
数　学　　☆☆☆☆ 5,955
音　楽　　☆☆☆☆ 6,059

表２　文科省「令和２年度使用・特別支援学校用文部科学省著作教科書需要数」一覧表
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は無理があるものと思われる。繰り返しになるが人材が不足し，児童の発達段階や年齢に大

きな差がある以上，現状では一人一人の目標に応じた教科書によらない個別指導を進めてい

くしかないのではないか。

さらには小学校知的障害特別支援学級における技能教科として唯一，文科省教科書が作成

されている音楽ではその採択数は全国で13,596冊であるが，特別支援学級では交流及び共同

学習の時間として音楽の時間が活用されているところが多いことを考えれば，実際に同教科

書が使用されている機会は国語や算数よりも少ないだろうことが推測される。

３．特別支援学級における音楽科の指導目的

特別支援学校学習指導要領において知的障害小学部音楽の目標は「表現及び鑑賞の活動を

通して，音楽的な見方・考え方を働かせ，生活の中の音や音楽に興味や関心をもって関わる

資質・能力を（中略）育成することを目指す」とされている。音楽に限らず知的障害教育にお

いては学んだ事柄が断片的な知識・技術になることを避け，実践的で総合的な学びを生活に

活用していける力を育むことが重要とされている。同指導要領解説編（文科省，2018）では

「音楽科の学習が，児童の音楽活動と離れた個別の『知識』の習得や『技能』の機械的な訓練

にならないようにすること」が重要であり音楽に親しむ楽しさ，自ら音楽にかかわりたいと

する主体性の育成や感性を豊かにすることなどが重視されている。

そのうえで「音楽的な見方・考え方は，音楽的な見方・考え方を働かせた学習を積み重ね

ることによって広がったり深まったりするなどして，その後の人生においても生きて働くも

のとなる」と示されている。つまり幼少期や学齢期に知的障害がある子どもが音楽の時間を

通じて「楽しい」「面白い」「聞きたい」「歌いたい」「演奏したい」「誰かと一緒に音楽に慣れ

親しみたい」などの感受性，主体性が育まれれば，成人した後にも音楽を人生の糧として自

立や社会参加を促すための目当てになる可能性がある。同指導要領解説編でも「音楽に親し

む態度を養うことは，生涯にわたって音楽に親しもうとするための基本的な力を養うこと」

になると示されており，知的障害がある人々が生涯学習として，あるいは趣味や余暇活動と

して音楽に親しむことの基礎を構築する目的が特別支援教育における音楽の指導にあると明

記されている。

４．交流及び共同学習としての音楽

しかし，先に触れたように小学校知的障害特別支援学級の音楽の授業は交流及び共同学習

の一環として学級の児童が学年に応じた交流学級へ行き，通常の学習指導要領による授業を

知的障害のない児童とともに受けるケースが多くなっている。一人一人の発達段階に応じた

特別支援教育としての音楽の時間が保障されていない。通常の学級で音楽の授業を受ける知
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的障害がある子どもはただ授業に参加しているだけ，教室にいるだけのいわゆる「お客様」

の状況になっている可能性が高い。なぜこのようなことになっているのか。

小学校知的障害特別支援学級における音楽の指導形態としては学級担任が教えるケース，

音楽専科の教員が指導するケース，そして交流学級で指導を受けるケースなどがある。特に

担任または音楽専科である教員が指導する場合，知的障害を対象とした特別支援教育におけ

る音楽科指導法が必要となるが，特別支援学校教員免許（知的障害）取得における大学等の教

職課程では教科指導に特化した科目は現状では設置されておらず，また中学校・高校の音楽

科教員免許取得課程でも特別支援教育における教科指導法に関する科目を設置している大学

は確認できない。

これは知的障害教育における国語や算数・数学など他教科においても同様で，教科ごとの

指導法科目は大学教職課程の中にない。特別支援学校教員免許の有無にかかわらず知的障害

教育における教科指導を詳しく学んできていない教員がほとんどであり，教員として採用さ

れてから自分なりの方法や工夫で教科を教えていることが多い。中でも音楽については歌唱

指導，楽器演奏，伴奏，指揮といった専門的な技術を有している必要があり，さらに特別支

援教育における専門的な指導法を持ち合わせていない場合は，学級の子どもを交流学級の授

業に参加させ音楽の授業を受けるケースが多くなっているのではないか。

Ⅲ．音楽科ICT活用教材（電子書籍）の開発
１．知的障害教育用音楽科におけるICT教材の必要条件とその現状

音楽の授業が，知的障害がある子どもの生涯を豊かにするために重要であることが学習指

導要領にも示されていながら，特別支援学級が抱える様々な課題により一人一人の発達段階

に応じた指導が行われていない中で，それらの課題に向き合い，可能な限り障害特性等に応

じた音楽の指導が行われるようにするためにはどうしたらよいか。ここに特別支援教育にお

けるICT教材活用の可能性が見いだせる。

その際，学習指導要領に添い教科書準拠で，かつ特別支援教育の教科指導経験が少ない教

員でも使いやすいようなガイドブックの付いたICT教材があれば小学校知的障害特別支援学

級でも発達段階に応じた音楽の指導が可能になるのではないか。音声，動画，伴奏などがセッ

トになった教材は歌やピアノ演奏等に自信がない教員には効果的である。

2019（令和元）年12月，令和元年度補正予算案が閣議決定されGIGAスクール構想がスター

トした。文部科学大臣はそのメッセージでICTを活用した教育が「多様な子供たちを誰一人

取り残すことのない公正に個別最適化された学びや創造性を育む学びにも寄与するものであ

り，特別な支援が必要な子供たちの可能性も大きく広げるもの」と語っている。

この構想を受け電子書籍を販売している関係者から「特別支援教育におけるICT教材開発
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の研究を進めたい」と打診があり，そのプロジェクトに参加することとなった。当時，知的

障害教育の中でもパソコンを活用した学習ソフトによる授業などは全国で取り組まれていた

が，知的障害教育としての学習指導におけるICT教材の開発は進んでおらず，１人１台端末

環境のGIGAスクール構想下での特別支援教育の先行きが見通せない状況にあった。

ちなみに民間企業数社のウエブサイトを見ると教育用ソフト（アプリケーション）の開発費

は内容にもよるが概ね300～1000万程度の費用が必要となり，このほかに広告費などの販売

促進費用が必要となってくる。知的障害特別支援学校の音楽教科書の需要数が表２からは各

段階で4000～5000冊となっており，これら教科書を使用しながら授業を受けている児童生

徒の数を想定しても１ダウンロードの費用は利益含みで１万円以上になることが考えられる。

しかし電子書籍の場合はアプリケーションと同等の基本的なICT機能を備えたものでも数

千円からの開発が可能であり，内容にもよるが１ダウンロードを概ね２～3000円程度に抑え

ることが可能である。知的障害がある子どもたちの感性を豊かにし人生を彩ることができる

かもしれない発達段階に応じた音楽の指導を推進するにあたり，担当教員の指導技術を補う

ことができるICT教材の普及に向けては価格を抑えどのような教員にも使い勝手が良いもの

でなくてはならない。

電子書籍についてはアプリケーション同様，使用する端末のOSによって使える，使えな

い様々なファイル（データ）形式が存在する。電子書籍用の端末としてはKindle，KoboやSony

などのものがあるが，端末ごとにファイル形式が指定されている場合もあり，すべての電子

書籍があらゆる端末で読めるとは限らない。

2021年３月現在，（株）MM総研（2021）の調べでは，公立小中学校に導入された端末で最

も多いものはApple社のIpadであったが，使用されるOSとして最も多いのがOS別では「Google 

Chrome OS」であり，全体の43.8％となっている。GIGAスクール構想では端末で使用され

る電子書籍のファイル形式のみによって選択されることはなく，多様なアプリケーションな

どへの汎用性が高く使い勝手が良い，そして比較的安価なものが採用されていることから，

多様なファイル形式の中ではEpubというグローバルスタンダードなものを使っていくことが

理想と考える。ただしICT教育用の端末はそれを導入する自治体の財政力にも左右され，必

ずしも特定ものに一元化されているわけではない。他のOSでも使えるように一つのデータ

に対し複数のファイル形式によるバージョンを用意することが重要である。現状でも他のファ

イル形式をEpubに変換するフリーのアプリケーションもあるが，データやアプリケーション

によってはスムーズに変換できないことがある。

２．ICT教材に対する教員の意識

「安価であり使い勝手が良い」端末の概念は重要であり，もともとICT活用に関する知識，
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技術を持たなかった学校教員には必須の条件となる。現場レベルから聞けば，これまでは教

員不足が叫ばれる中で定年退職後の再雇用教員の存在が重視されていたが，ICTの扱いに不

安を感じることを理由に再雇用を希望しない教員が増加しているという。現役の教員の中に

もICTに不安を持つ者が少なくない。

少し古い資料になるが，2013（平成25）年10月に株式会社ベネッセコーポレーション（2014）

が「ICTを活用した学びのあり方に関する調査」を全国の小中学校教員（有効回答数1608名）

に対し実施したところ「ICTを授業で活用することについて，『とても不安』『まあ不安』と

回答した教員」は，小学校で50.2％，中学校で51.3％となり，ICTを授業で活用する際の課

題について「自分のICTスキルが不足している」と回答したのが小学校で77.1％，中学校で

72.6％となっていた。多少の変動はあるにせよ，現在もICT教育に抵抗がある教員は少なく

ないものと思われる。

ただし2020年「情報通信白書」（総務省，2020）では2019年度の世帯別スマートフォンの

普及率が83.4％となり個人のモバイル端末保有状況でも67.6％となっていて，年齢が50歳代

以上でも９割近い個人が使用していることを考えれば，学校教員の多くがすでにモバイル端

末の扱いには一定の経験があり，扱いやすい端末やICT教育における細かなガイドブックが

あれば身近なところからICT活用指導力を向上させていくことが可能であると考える。

先のベネッセコーポレーションの意識調査からは「今後，ICTを活用したいと考える教員」

が小学校で95.6％，中学校で87.8％存在し，条件が整えば高い教育効果が見込めるICTの活

用を前向きに捉えている教員が多いことが伺える。特に教員の専門性に課題が残る昨今の特

別支援学級における使い勝手が良いICT教材の普及は，知的障害がある児童生徒一人一人の

特性に応じた教科学習，中でも専門的な技能が必要とされる音楽の授業を展開するうえで極

めて重要であると考えられる。

３．ICT教材開発上の配慮事項

2019年末からかかわっている特別支援教育における電子書籍教材プロジェクトでは上記の

ようなポイントを重視しながら，さらには知的障害がある児童の特性を踏まえ，その教育効

果を高め，音楽の授業を通じて「自ら音楽にかかわりたいとする主体性の育成や感性を豊か

にする」ための内容の勘案に留意した。

文科省サイト「特別支援教育について」（2013）では知的障害について「実際の生活場面に

即しながら，繰り返して学習することにより，必要な知識や技能等を身に付けられる」とし

継続的，段階的な指導を行うことが必要とされている。音楽の授業に例えれば，子どもたち

が自らの生活場面を通じICT教材により繰り返しプロフェッショナルな歌唱や演奏に触れな

がら知識や経験を増やし，さらにタッチパネルを活用して楽器様の演奏が可能となるコンテ
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促進費用が必要となってくる。知的障害特別支援学校の音楽教科書の需要数が表２からは各

段階で4000～5000冊となっており，これら教科書を使用しながら授業を受けている児童生

徒の数を想定しても１ダウンロードの費用は利益含みで１万円以上になることが考えられる。
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かもしれない発達段階に応じた音楽の指導を推進するにあたり，担当教員の指導技術を補う

ことができるICT教材の普及に向けては価格を抑えどのような教員にも使い勝手が良いもの
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に対し複数のファイル形式によるバージョンを用意することが重要である。現状でも他のファ

イル形式をEpubに変換するフリーのアプリケーションもあるが，データやアプリケーション

によってはスムーズに変換できないことがある。

２．ICT教材に対する教員の意識

「安価であり使い勝手が良い」端末の概念は重要であり，もともとICT活用に関する知識，
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ンツにより主体的に器楽を学び「やってみたい」とする意欲，技術を高めることも可能となる。

プロジェクトでは特別支援学校学習指導要領「音楽」の教科指導における三ツ星の発達段

階に焦点を当て，その内容に沿った電子書籍を作成していく基本方針の下，下記の点に留意

していくこととなった。

（１）学校教育課題への対応視点

① 人材不足課題（状況によっては個別学習が可能）

② 専門性課題（特別支援教育，ICT活用，音楽の専門性がなくても使用可能）

③ 財政上の課題（安価な電子書籍を活用）

④ 特別支援教育における一斉指導上の課題（発達段階の差があっても一斉指導が可能）

⑤ 活用技術の課題（大型モニターへのアクセス可能）

⑥ 授業展開上の課題（指導書の作成）

（２）特別支援教育の視点

① 教育内容の課題（知的障害の特性に応じた内容）

② 発達段階に応じた内容の課題（学習指導要領準拠内容）

③ 端末操作（基本的な操作に特化）

④ 印象的なキャラクター設定（発達段階に応じたわかりやすいキャラクター設定）

⑤ ストーリー設定（断続的ではない身近なストーリー）

⑥ 挿入歌・曲・演奏の質（プロのエンターティナーによるコンテンツ作成）

本プロジェクトは現在進行形であるが，企画が始まった当初には想定していなかったコロ

ナ禍により，すでに国内ほとんどの小中学生に端末の配布が終わり，同時並行しての電子書

図５　開発中の電子書籍教材から
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籍教材開発が進められている。

学習指導要領に示された三ツ星レベルの音楽教材として，特別支援学校や特別支援学級に

在籍する比較的発達段階が高い知的障害児を対象とし，学年としては５，６年生，発達段階

としては軽度知的障害と言われるIQ50～70レベル（年齢が11，12歳の場合は５～８歳程度）

を想定している。

文科省著作の音楽教科書は四季の風景やその折々の学校行事に関連し，かつ歌唱，演奏，

鑑賞，手話，劇指導などを指導要領に沿う形で配置しているが，今回の電子書籍教材では特

定のキャラクターによる１年間の学校生活を通じて様々なコンテンツを配置することになっ

ている。知的障害の特性に応じ自らの学校生活場面を振り返りながら継続的なストーリーの

中で音楽に慣れ親しめることを目的としている。

タッチパネル上のボタンで簡単に各コンテンツの操作ができ，プロのミュージシャンが歌

唱や演奏を担当している。また歌唱学習にしても発達段階に応じ「歌入り」「曲のみ」「歌詞

テロップ入り」など段階的な指導を可能にしている。これらの内容を学習指導要領に従って

継続的に指導していけるよう指導書（ガイドブック）の作成を進めている。

すでに試作版が関係企業のサイト上に無料公開され，閲覧者からの意見を集め，さらに修

正を図り，2022（令和４）年３月に完成予定となっている。

おわりに
本研究の目的は同プロジェクトによる電子書籍教材を開発し，それが多くの特別支援教育

現場で活用されることを目指しているのではなく，最終的にこのような教材を通じて知的障

害がある子どものどのような能力，意識の向上に効果があったのか，そして音楽への興味関

心が増したかの効果測定を何らかの形で測るとともに，これを扱う教員の負担，意識がどの

ように変化したかを検証していく点にある。

ICT教材の活用にはいまだ様々な点で課題が山積し，端末やアプリケーションがそろって

も，文科省が目指す「個別最適化された学び」が浸透し「特別な支援が必要な子供たちの可

能性も大きく広げる」ことを実現するためには，多忙化を敬遠して希望者が減っている教員

の負担軽減とICT活用指導力の向上を同時並行して考えていかなければならない。

今回は今後にICT教育の普及が進む中で，教材としての電子書籍という一つの選択肢につ

いて実践研究を進めているが，すでに文科省や各教育委員会，または民間の教育産業や個人

が数多くのアプリケーションやコンテンツを公開している。重要なのは文科大臣がメッセー

ジでも触れている「ICT環境の整備は手段であり目的ではない」という点である。古くから

教育界で言われている「『教科書を教える』のではなく『教科書で教える』」ことが重要であ

るように「ICTを教える」のではなく「ICTで教える」ことが大切になってくる。

知的障害特別支援学級におけるICT教材を活用した教科指導の在り方について 
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ICT技術に長けていてもそれを活用した教育技術がなければ宝の持ち腐れである。大学で

も2022年度から教員養成課程で科目「情報通信技術を活用した教育の理論及び方法」が必修

化され，ICT活用指導力を持つ教員養成が進められていくが，同時に現職教員向けのOJTを

活発にし，またICTに専門知識を持つ外部支援員などを活用しながら技術的なサポートを得

られる環境を整備して行かなければならない。

予想もしなかったコロナ禍という環境下においてGIGAスクール構想が一気に注目を浴び

環境整備が進められているが，一気にすべてのことを解決しようとするのでなく政策面，技

術面，指導面など多面的な課題解決に向けて一つずつ身近なところから取り組んでいかなけ

ればならない。戦後最大の教育改革とも呼ばれる教育のICT化が特別支援教育においてその

効力を最大限に発揮することを可能とするために。
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Subject Teaching Using ICT Materials in Special Needs Classes 
for Students with Intellectual Disabilities:

The Possibilities of E-book-type ICT Teaching Materials

MATSUURA, Toshiya

 The worldwide spread of COVID-19 has resulted in an unusual situation in which children 

are taught remotely at home even in Japan. The Ministry of Education, Culture, Sports, 

Science, and Technology （MEXT） accelerated the implementation of “one computer per 

student” as part of the GIGA School Program in April 2021.

 However, as a result of prioritizing the distribution of devices due to speeding up of the plan, 

effective ICT utilization as anticipated by MEXT has not advanced in the educational field    

There are many problems, especially in special needs classes for students with intellectual 

disabilities, as the current situation deviates considerably from the goal of “not leaving behind 

a single one of our diverse children.”

 Assuming that various challenges lie ahead, is it possible to spread the utilization of ICT in 

special needs classes by, for example, developing digital teaching materials and tools as well as 

instruction and usage manuals that can be used to teach children with disabilities without any 

expertise, thereby accomplishing the GIGA School Program. This study discusses the 

possibility of developing e-book-type ICT teaching materials to suit the actual circumstances of 

special needs classes.
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